
１　補正概要

22,179,244 千円

18,785,832 千円

3,393,412 千円

713,927,224 千円

736,106,468 千円

    【歳入の内訳】   

12,237,319 千円

3,795,458 千円 ）

6,230,000 千円

3,130,121 千円

581,804 千円そ の 他

　国の経済対策を踏まえ、物価高騰の影響を受ける生活者・事業者への支援や災害に強い県土づくりなど、早急に対応が
必要な経費を計上します。また、令和７年度の給与改定に伴う給与費を補正します。

補 正 予 算 案

う ち 事 業 費

う ち 人 件 費

既 決 予 算 額

累 計

国 庫 支 出 金

（うち重点支援地方交付金

県 債

地 方 交 付 税
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２　主な補正事業の内容

（１）物価高騰対策［3,795,458千円］ （単位：千円）

予 算 案

(0)

2,721,000

2,721,000

(416,440)

831,000

1,247,440

(0)

155,000

155,000

(0)

88,458

88,458

（２）災害に強い県土づくり［14,990,374千円］ （単位：千円）

予 算 案

(0)

11,990,872

11,990,872

(0)

2,999,502

2,999,502

※ 予算案欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算案、下段は累計 　　　は新規事業

6

　災害に強い強靱な県土づくりを加速させるため、ため池の耐震化や農業水利施設の長寿命
化、治山ダムの建設等に集中的に取り組む。
　・防災重点農業用ため池等整備事業（１４か所）
　・農業水利施設保全合理化事業　　（１０か所）
　・復旧治山事業　　　　　　　　　（１５か所）　など１５事業

農地・農村整備課
森林保全課　ほか

国土強靱化対策公共事業
（農林水産部）

事 業 名 事 業 の 概 要 所 管 課

5

　災害に強い強靱な県土づくりを加速させるため、河川護岸の改修や砂防施設の整備、緊急輸
送道路の整備等に集中的に取り組む。
　・（公）広域河川改修事業　　　　（１４河川）
　・（公）通常砂防事業　　　　　　（４７渓流）
　・（公）道路改良事業　　　　　　（３０か所）　など２３事業

河川課
砂防課
道路建設課　ほか

国土強靱化対策公共事業
（土木建築部）

4

　県産食材の認知度向上と県内消費拡大を図るため、食材費高騰の影響を受けている学校給食
での県産農林水産物の購入経費を助成するとともに、出前講座等を実施する。（３回）

おおいたブランド
推進課

県産食材県内消費拡大緊急対
策事業

(重点支援地方交付金活用事業)

3

　人手不足対策に向けた省力化や生産性向上を図るため、中小企業等が行うロボットやデジタ
ルツール等の導入に要する経費に対し助成する。
　・対　象　国の中小企業省力化投資補助金又はＩＴ導入補助金の採択を受けた事業者
　・補助率　中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）
　　　　　　　通 常 枠　2/3（国1/2　県1/6）　賃上げ枠　3/4（国1/2　県1/4）
　　　【新】中小企業省力化投資補助金（一般型）
　　　　　　　通 常 枠　2/3（国1/2　県1/6）　賃上げ枠　3/4（国1/2～2/3　県1/12～1/4）
　　　　　　ＩＴ導入補助金（インボイス対応型）
　　　　　　　賃上げ枠　3/4（国2/3　県1/12）

先端技術挑戦課
中小企業等省力化・生産性向
上支援事業

(重点支援地方交付金活用事業)

(重点支援地方交付金活用事業)

2

　エネルギー価格の高騰により影響を受けるＬＰガスの一般消費者等や特別高圧契約で受電す
る中小企業等に対し支援する。（令和８年１月～３月分）
　・ＬＰガス　１，８６６円／契約
　・特別高圧　１月～２月：２．３円／kWh、３月：０．８円／kWh

産業ＧＸ推進室
ＬＰガス等価格激変緩和対策
事業

(重点支援地方交付金活用事業)

1

　物価高騰の影響を受ける生活者の家計負担を軽減するため、市町村と連携し、プレミアム商
品券を発行する商工会・商工会議所等に対し支援する。
　・プレミアム率　３０％（県２０％、市町村１０％）
　・発行規模　１５０億円程度（市町村による上乗せ含む）

商業・サービス業
振興課

物価高騰対応プレミアム商品
券支援事業

事 業 名 事 業 の 概 要 所 管 課

新

新

新
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